



Some Considerations about Policy making of Neighborhood association 
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Abstract 
This paper presents the situation about policy making of neighborhood association in the decentralized society. 
This paper aims to present some current realities and problems about policy making of neighborhood association with 
focusing relations between neighborhood association and local government. The result shows that local government doesn’t 
have information feedback systems from neighborhood association in order to better policy making. Added to this, local 
government depends on each street level staff. And it is difficult for one neighborhood to solve policy agenda in the 
community because the member is volunteer staff and the group is very small so they don’t have enough resource to solve 
policy agenda.  
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図 1 庁内プロジェクトによる構想 
 （出所：長野市都市内分権調査・研究プロジェクトチーム「長野市都市内分権調査・研究報告書」2004年） 








 もう 1 点として、地域会議の設置が構想された。地域総合事務所の管轄区域を単位に市長（地域総
合事務所長）の諮問機関として設置し、住民自治協議会の代表者、学識経験者、公募による委員等に
より構成される。事務局は地域総合事務所が担当する住民の意見を集約し、市に事業や意見を提案し、
住民自治協議会や住民活動の支援などを行うことが期待された。概要は図 1、図 2を参照されたい。 
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会は 12 の地区または自治会とよばれる自治組織から成立っており、総世帯数は 7,374 世帯、人口は
19,935 人の地域である２０（図 5 を参照）。住民自治協議会は、長野市の中では 1 番目に設立された地
域で 2006年 4月に設立された。 
 
図 5 若槻地区住民自治協議会の世帯数と人口  





















































































































































・長野市都市内分権審議会議事録（2005年 5月 13日～2015年 2月 4日、全 30回分） 




（2016年 2月 10日最終アクセス） 
・長野市「産業振興 農業」https://www.city.nagano.nagano.jp/life/2/19/83/ （2016年 2月 10日最
終アクセス） 
・農林水産省「農業振興地域制度」http://www.maff.go.jp/j/nousin/noukei/totiriyo/t_sinko/index.html
（2016年 2月 10日最終アクセス） 




・長野市市民生活部地域活動支援課 職員Ａ（2016年 1月 14日 17時～19時、長野市役所にて） 
・長野市市民生活部地域活動支援課 職員Ｂ（2016年 1月 14日 17時～19時、長野市役所にて） 
・長野市農林部農業政策課 農政担当Ａ（2016年 1月 13日 9時 30分～11時、長野市役所にて） 
・長野市若槻支所支所長（2015年 10月 22日 16時～19時、長野市若槻支所にて） 
            （2016年 1月 14日 17時～19時、長野市役所にて） 
・若槻地区住民自治協議会事務局長（2015年 12月 14日 13時～15時、長野市若槻支所にて） 
・若槻地区住民自治協議会農業振興プロジェクトリーダーＡ（2015年 3月 10 日 10 時～11 時 30 分、
清泉女学院大学にて） 
                                                   
１ 真山達志編『ローカル・ガバメント論』ミネルヴァ書房、2012年、1～11ページ参照。 
２ 宮川公男『政策科学入門（第 2版）』東洋経済新報社、2002年、211～218ページ参照。 
３ 大山耕輔監修『公共政策の歴史と理論』ミネルヴァ書房、2013年、214～215ページ参照。 
４ 西岡晋「医療政策過程分析の枠組み」『早稲田政治公法研究』第 67号、2001年、69ページ～81ページ、参照。 




討」『同志社法学』第 54巻第 4号、2002年、参照。 
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８ 具体的な検討経過については、2005年 5月 13日長野市都市内分権審議会資料「長野市都市内分権審議会への諮問に至る経
過」を参照。 
９ 長野市都市内分権審議会資料（2005年 9月 5日）「コミュニティへの分権に係る論点整理について」を参照。 
１０ 長野市都市内分権審議会資料（2005年 12月 21日）「支所の充実について」を参照。 
１１ 長野市都市内分権審議会資料（2005年 12月 21日）「職員の削減及び支所長の専決権限について」を参照。 
１２ 長野市都市内分権審議会資料（2011年 11月 21日）「支所業務の見直しについて」を参照。 
１３ 従来より住民自治協議会の運用における支所の課題は審議会委員や住民から指摘されていた。この時に改めて整理され対
応策が示されることとなった。 




１５ 長野市都市内分権審議会資料（2005年 11月 22日）「市役所内での分権に係る論点整理について」を参照。 
１６ 長野市都市内分権審議会議事録（2005年 9月 5日、10月 17日）を参照。 
１７ 長野市都市内分権審議会議事録（2008年 10月 27日）、長野市都市内分権審議会資料（2008年 12月 17日）「資料 5 第
4回地区代表者会議の報告と住民自治協議会に関する法整備について」を参照。 












https://www.city.nagano.nagano.jp/soshiki/nosei/95420.html」（2016年 2月 10日最終アクセス） 
２４ この特徴が生かされ、若槻地区における市民農園の利用者は多く、長野市の耕作放棄地解消のモデルとなっている。 
２５ ヒアリング調査より。 
２６ 次の文献から示唆を受けている。真山達志『政策形成の本質』成文堂、2001年。 
２７ 長野市の市町村合併の状況から検討した筆者の見解。 
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